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リース産業の現況調査結果（2017 年調査） 

 

１．目的 

    リース及びリース事業の経済活動の実態を適確かつ適時に把握し、社会に等しく公表することを目

的としてリース産業の現況調査を実施する。 

 

２．内容 

(1) 本社所在地 

(2) 資本金 

(3) 従業員数 

(4) 営業実績（リース売上高、リース債権残高、リース投資資産残高、賃貸資産残高、割賦債権残高、

営業貸付金残高、リース取扱高、リース設備投資額） 

  (5) その他（株主、役員、設立年月日、リース事業開始年月等） 

 

３．調査対象 

  リース事業協会会員 

 

４．調査時点 

  2017 年 7 月（営業実績については調査時点の直近の決算期とする。） 

 

５．公表 

  上記２．の調査内容は全項目を公表する（刊行物）。また、上記２．(1)から(4)については集計結果

を併せて公表する（刊行物及び協会ホームページ）。 

 

６．用語の定義 

    「本社所在地」：法人・団体の場合は本社・本部の所在地、それ以外の場合は主たる事務所の住所

とする。 

「従業員」：原則リース部門の専従者数とする。 

「リース売上高」：損益計算書に計上したリース売上高とする。 

「リース債権」：貸借対照表に計上した所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産とする。 

「リース投資資産」：貸借対照表に計上した所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産と

する。 

「賃貸資産」：貸借対照表に計上したオペレーティング・リース取引に係る資産とする。 

「割賦債権」：貸借対照表に計上した割賦販売取引及び延払条件付譲渡取引に係る資産とする。 

「営業貸付金」：貸借対照表に計上した営業貸付金に係る資産とする。 

「リース取扱高」：リース料総額（所有権移転外ファイナンス・リース契約及びオペレーティング・

リース契約）とする。 

「リース設備投資額」：物件の現金購入価額とする。 
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１．リース会社の所在地 

  リース会社の本社所在地の現況については、「関東・甲信越」127 社（53％）がもっとも多く、次い

で「近畿」36 社（15％）、「中部」24 社（10％）、「九州」21 社（9％）、「東北」12 社（5％）、「中国」8

社（3％）、「四国」8 社（3％）、「北海道」6 社（2％）の順となった（図１、表１参照）。 

  3 都府県別には、「東京都」91 社（38％）がもっとも多く、次いで「大阪府」17 社（7％）、「愛知県」

11 社（5％）の順となった（表１参照）。 
 
図１ リース会社の本社所在地（構成比） 

 

表１ リース会社の本社所在地（社数・構成比） 

 

正会員 賛助会員 合計 

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 

1. 北海道 2 2% 4 3% 6 2% 

2．東北 7 8% 5 3% 12 5% 

3．関東・甲信越 48 53% 79 52% 127 53% 

うち東京都 （36） （40%） （55） （36%） （91） （38%） 

4．中部 7 8% 17 11% 24 10% 

うち愛知県 （4） （4%） （7） （5%） （11） （5%） 

5．近畿 7 8% 29 19% 36 15% 

うち大阪府 （3） （3%） （14） （9%） （17） （7%） 

6．中国 3 3% 5 3% 8 3% 

7．四国 6 6% 2 1% 8 3% 

8．九州 11 12% 10 7% 21 9% 

合計 91 100% 151 100% 242 100% 
「北海道」：北海道 
「東北」：青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 
「関東・甲信越」：茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 山梨県 長野県 静岡県 
「中部」：富山県 石川県 岐阜県 愛知県 三重県 
「近畿」：福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 
「中国」：鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 
「四国」：徳島県 香川県 愛媛県 高知県 
「九州」：福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 
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２．リース会社の資本金 

  リース会社の資本金の現況については、「5,000 万円以上 1 億円未満」49 社（20％）がもっとも多く、

次いで「1 億円以上 2 億円未満」36 社（15％）、「2 億円以上 5 億円未満」35 社（15％）、「3,000 万円

未満」31 社（13％）、「3,000 万円以上 5,000 万円未満」28 社（12％）、「10 億円以上 30 億円未満」20

社（8％）、「100 億円以上」17 社（7％）、「5 億円以上 10 億円未満」13 社（5％）、「30 億円以上 50 億

円未満」6 社（2％）、「50 億円以上 100 億円未満」6 社（2％）の順となった（図２、表２参照）。 

 
図２ リース会社の資本金（構成比） 

 
表２ リース会社の資本金（社数・構成比） 

 

正会員 賛助会員 合計 

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 

1．3,000 万円未満 7 8% 24 16% 31 13% 

2．3,000 万円以上 5,000 万円未満 8 9% 20 13% 28 12% 

3．5,000 万円以上１億円未満 17 19% 32 21% 49 20% 

4．1 億円以上 2億円未満 15 17% 21 14% 36 15% 

5．2 億円以上 5億円未満 10 11% 25 17% 35 15% 

6．5 億円以上 10 億円未満 4 4% 9 6% 13 5% 

7．10 億円以上 30 億円未満 11 12% 9 6% 20 9% 

8．30 億円以上 50 億円未満 5 5% 1 1% 6 2% 

9．50 億円以上 100 億円未満 3 3% 3 2% 6 2% 

10．100 億円以上 11 12% 6 4% 17 7% 

合計 91 100% 150 100% 241 100% 
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３．リース会社の従業員 

  リース会社の従業員の現況については、「20 人以下」104 社（43％）がもっとも多く、次いで「31 人

～50 人」41 社（17％）、「51 人～100 人」33 社（14％）、「21 人～30 人」25 社（11％）、「101 人～300

人」13 社（5％）、「1,001 人以上」13 社（5％）、「501 人～1,000 人」7 社（3％）、「301 人～500 人」4

社（2％）の順となった。また、リース会社の従業員総数は 53,151 人となった（図３、表３参照）。 

 
図３ リース会社の従業員（構成比） 

 

 
表３ リース会社の従業員数（社数・構成比） 

 

正会員 賛助会員 合計 

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 

1．20 人以下 11 12% 93 62% 104 43% 

2．21 人～30 人 9 10% 16 11% 25 11% 

3．31 人～50 人 22 24% 19 12% 41 17% 

4．51 人～100 人 22 24% 11 7% 33 14% 

5．101 人～300 人 9 10% 4 3% 13 5% 

6．301 人～500 人 3 3% 1 1% 4 2% 

7．501 人～1,000 人 6 7% 1 1% 7 3% 

8．1,001 人以上 9 10% 4 3% 13 5% 

合計 91 100% 149 100% 240 100% 

従業員数 (人) 27,001 - 26,150 - 53,151 - 
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４．リース会社の営業実績 

  リース会社の営業実績の現況については、資産残高では、「営業貸付金」9 兆 1,765 億円（35％）が

もっとも多く、次いで「リース投資資産」9 兆 1,485 億円（34％）、「割賦債権」3 兆 6,771 億円（14％）、

「リース債権」2 兆 6,552 億円（10％）、「賃貸資産」1 兆 9,446 億円（7％）の順となった（図４、表４

参照）。 

リースに係る資産残高について、前年調査と比較してみると、「リース投資資産」（前年比 101.2％）、

「リース債権」（前年比 104.0％）、「賃貸資産」（前年比 111.2％）となった（図５参照）。 

  また、「リース売上高」は 4 兆 8,532 億円、「リース取扱高」は 4 兆 4,779 億円、「リース設備投資額」

は 3 兆 6,207 億円となった（表５参照）。 

 
図４ 資産残高（構成比） 

 

表４ リース会社の資産構成（金額、構成比）                  （単位：百万円） 

  

  

正会員 賛助会員 合計 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

1．リース債権残高 2,370,937 11% 284,264 6% 2,655,201 10% 

2．リース投資資産残高 8,053,501 37% 1,094,963 23% 9,148,464 34% 

3．割賦債権残高 2,273,004 10% 1,404,113 29% 3,677,117 14% 

4．営業貸付金残高 7,478,821 34% 1,697,726 36% 9,176,547 35% 

5．賃貸資産残高 1,648,675 8% 295,989 6% 1,944,634 7% 

合計 21,824,938 100% 4,777,055 100% 26,601,963 100% 
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図５ リースに係る資産残高推移（リース投資資産、賃貸資産、リース債権）    （単位：億円） 

 
 
表５ リース会社の営業実績（金額）                      （単位：百万円） 

 

正会員 賛助会員 合計 

社数 金額 社数 金額 社数 金額 

1．リース売上高 82 4,327,808 99 525,383 181 4,853,191 

2．リース債権残高 74 2,370,937 74 284,264 148 2,655,201 

3．リース投資資産残高 82 8,053,501 94 1,094,963 176 9,148,464 

4．割賦債権残高 82 2,273,004 82 1,404,113 164 3,677,117 

5．営業貸付金残高 66 7,478,821 70 1,697,726 136 9,176,547 

6．賃貸資産残高 76 1,648,675 79 295,989 155 1,944,634 

7．リース取扱高 81 3,949,140 79 528,758 160 4,477,898 

8．リース設備投資額 74 3,336,684 71 284,037 145 3,620,721 

※社数は当該調査項目の回答数を表す。 
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